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術建設業課HP→工事関係（  土木・ 営繕） →施工体制台帳参考様式） 参照。

6 現場の管理 1 　 受注者は、 監理技術者、 主任技術者（ 下請負を 含む） 及び元請負の専門技術者（ 専任し ている 場合のみ） に、

工事現場内において、 工事名、 工期、 顔写真、 所属会社名及び社印の入っ た名札を 着用さ せる も のと する 。  

7 現場事務所の設置 1 　 受注者は、 工事現場内、 又は現場付近に現場事務所を 設置し なければなら ない。

　 事務所内には、 本工事の概要、 実施工程表、 組織表、 天気図、 その他必要事項を 一目で理解でき る よ う 作成し

、 掲示する こ と 。  

8 疑義の解釈 1 　 受注者は、 工事着手前に必要な調査、 測量を 行い設計図書を 確認する と 共に仕様書及び設計図書の記載事項に

疑義を 生じ た場合は、 すべて監督職員と 協議し 、 施工し なければなら ない。

　 なお、 協議を 怠っ て生じ た損害は、 すべて受注者の負担と する 。  

9 工事進捗状況の報告について 1 　 受注者は、 毎月の工事の進捗状況を 翌月の3日ま でに監督職員へ報告し なければなら ない。

10 県産品の優先使用について 1 　 本工事に使用する 資材等は、 県内で産出、 生産又は製造さ れた資材等で、 その規格、 品質、 価格等が適正であ

る 場合はこ れを 優先し て使用する よ う 努めなけら ばなら ない。

2 　 完成通知書の添付書類と し て「 県産建設資材使用状況報告書」 を 提出する こ と 。

11 下請業者の県内企業優先活用 1 　 受注者は、 下請契約の相手方を 県内企業（ 主たる 営業所を 沖縄県内に有する も の） から 選定する よ う に努めな

ければなら ない。

12 ダン プト ラ ッ ク 等によ る 過積載 1 　 土砂、 資材等の運搬にあたっ ては、 積載超過のないよ う にする と と も に、 交通安全管理を 充分に行う こ と 。  

等の防止について

2 　 過積載を 行っ ている 資材納入業者から 、 資材を 購入し ないこ と 。

3 　 資材等の過積載を 防止する ため、 資材の購入等に当たっ ては、 資材納入業者等の利益を 不当に害する こ と のな

いよ う にする こ と 。

4 　 さ し 枠の装着又は物品積載装置の不正改造を し たダン プカーが、 工事現場に出入り する こ と のないよ う にする

こ と 。

5 　 「 土砂等を 運搬する 大型自動車によ る 交通事故の防止等に関する 特別措置法」 （ 以下「 法」 と いう 。 ） の目的

に鑑み、 法第１ ２ 条に規定する 団体等の設立状況を 踏ま え、 同団体等への加入者の使用を 促進する こ と 。

6 　 下請契約の相手方又は資材納入業者を 選定する に当たっ ては、 交通安全に関する 配慮に欠ける も の又は業務に

関し ダン プト ラ ッ ク 等によ っ て悪質かつ重大な事故を 発生さ せたも のを 排除する こ と 。

7 　 第1項から 第6項のこ と につき 、 下請契約における 受注者を 指導する こ と 。
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13 標準操作方式建設機械（ バッ ク 1 　 本工事の施工に当たり 、 建設機械（ バッ ク ホウ ） を 使用する 場合は、 標準操作方式に指定さ れた建設機械を 使

ホウ ） の使用について 用する よ う に努める こ と 。  

14 排出ガス 対策型建設機械の原則 1 　 本工事において以下に示す建設機械を 使用する 場合は原則と し て、 「 排出ガス 対策型建設機械指定要領（ 平成

化について 3年10月8日付け建設省経機発第249号、 最終改正平成14年4月1付け国総施設第225号） 」 に基づき 指定さ れた排出

ガス 対策型建設機械を 使用する も のと する 。  

2 一般工事用建設機械 [ ディ ーゼルエン ジン 出力 7. 5から 272kW]

・ バッ ク ホウ 　 　 　 　 ・ ホイ ールロ ーダ（ 車輪式）

・ ブルド ーザ　 　 　 　 ・ 発動発電機

・ 空気圧縮機　 　 　 　 ・ 油圧ユニッ ト （ 基礎工事用機械で独立し たも の）

・ ロ ーラ 類　 　 　 　 　 ・ ラ フ テレ ーン ク レ ーン  

15 建設リ サイ ク ルの推進について 1 　 受注者は、 本工事で発生する 建設廃棄物について、 「 建設リ サイ ク ル法」 、 「 資源有効利用促進法」 、 「 廃棄

物処理法」 等を 遵守し 、 適正な収集運搬及び処分等を 行う こ と 。  

2 　 受注者は、 下請業者に対し て「 建設リ サイ ク ル法」 第12条第2項に基づき 告知し なければなら ない。  

3 　 受注者は、 コ ン ク リ ート 、 コ ン ク リ ート 及び鉄から 成る 建設資材、 木材、 アス フ ァ ルト 混合物等を 工事現場に

搬入する 場合には、 法令等に基づき 、 「 再生資源利用計画書」 を 「 建設副産物情報交換シス テム （ COBRI S） 」 に

よ り 作成し 、 施工計画書に含め監督職員に提出し なければなら ない。

4 　 受注者は、 建設発生土、 コ ン ク リ ート 塊、 アス フ ァ ルト ・ コ ン ク リ ート 塊、 建設発生木材、 建設汚泥ま たは建

設混合廃棄物等を 工事現場から 搬出する 場合には、 法令等に基づき 、 「 再生資源利用促進計画書」 を 「 建設副産

物情報交換シス テム （ COBRI S） 」 によ り 作成し 、 施工計画書に含め監督職員に提出し なければなら ない。

5 　 受注者は、 法令等に基づき 、 再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書を 工事現場の公衆が見やすい場

所に掲げなければなら ない。

6 　 受注者は、 その計画書に従い建設廃棄物が適切に処理さ れたこ と を 確認し 、 工事完成時には法令等に基づいた

「 再生資源報告書」 及び「 建設副産物情報交換シス テム （ COBRI S） 」 によ り 作成し た「 再生資源利用実施書」 、

「 再生資源利用促進実施書」 を 監督職員に提出し なければなら ない。

7 　 本工事は、 建設副産物情報交換シス テム （ COBRI S） の登録対象工事である 。

16 環境対策等について 1 　 受注者は、 工事の施工にあたっ ては、 「 沖縄県赤土等流出防止条例」 、 「 水質汚濁防止法」 、 「 廃棄物処理及

び清掃に関する 法律」 及びその他環境保全に関する 法令等を 遵守し 、 その対策については工事着手前に現場状況
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の調査、 検討を 十分に行い、 監督職員の確認を 得た上で施工を 行う こ と 。  

17 アス ベス ト 含有建設資材の使用 1 　 原則と し て、 原材料にアス ベス ト を 含んだ建設資材を 使用し ないこ と 。 確認にあたっ ては、 メ ーカ ーが発行す

禁止について る 「 アス ベス ト を 原材料と し ていない旨の証明書」 など によ り 行う こ と と する 。  

18 電子納品 1 　 本工事は、 電子納品対象工事と する 。

　 電子納品と は、 調査、 設計、 工事など の各段階の最終成果品を 電子データ で納品する こ と を いう 。 　

　 こ こ でいう 電子データ と は、 各種電子納品要領等（ 以下、 「 要領」 ） に示さ れたフ ァ イ ルフ ォ ーマッ ト に基づ

いて作成さ れたも のを 指す。

　 なお、 書面における 署名又は押印の取り 扱いについては、 別途、 監督職員と 協議する も のと する 。  

19 工事完成図書の提出 1 　 工事完成図書は、 「 要領」 に基づいた電子データ と なっ ている か、 ( 公財) 沖縄県建設技術セン タ ーにて確認を

受け、 「 確認証」 の発行を 受ける こ と 。

　 工事完成図書は、 電子媒体（ CD-R等） で（ 正） 1部提出する こ と 。

2 「 要領」 で特に記載が無い項目については、 監督職員と 協議の上、 電子化のフ ァ イ ルフ ォ ーマッ ト を 決定する こ

と 。

　 なお、 「 紙」 によ る 提出物は、 監督職員と 協議の上決定する こ と 。

20 情報共有シス テム の使用 1 　 本工事は、 沖縄県が指定する 情報共有シス テム （ 沖縄県CALSシス テム ） を 使用する も のと する 。

　 現場事務所等に、 情報共有シス テム が使用可能な下記程度のイ ン タ ーネッ ト 環境を 整える こ と 。 なお、 現場条

件等によ り 、 当該整備が不可能な場合は、 監督職員と 協議する こ と 。

【 イ ン タ ーネッ ト 環境】 ： ブロ ード バン ド 回線

【 パソ コ ン Ｏ Ｓ 】 : Mi cr osof t  Wi ndows 8. 1 / 10

【 推奨ブラ ウ ザ】 ： I nt er net  Expl or er  11 / Mi cr osof t  Edge

　 情報共有シス テム と は、 業務や工事の履行期間中において、 受発注者間でイ ン タ ーネッ ト を 介し て協議簿、 図

面等の各種データ のやり 取り を 行い、 情報共有サーバーを 用いてそれら のデータ を 共有・ 交換する も のである 。

21 沖縄県CALSシス テム 使用許諾料 1 　 受注者は、 沖縄県CALS シス テム の利用にあたっ ては沖縄県と CALS

の支払い 運営会社で定めた使用許諾料を 、 沖縄県CALSシス テム を 運営し ている 者に支払う こ と 。

2 　 使用許諾料を 支払っ たと き は、 すみやかに監督職員に支払いの事実を 証明する 書類（ 銀行振り 込みの写し 等）

を 提出する こ と 。

22 高度技術・ 創意工夫・ 社会性に 1 　 受注者は、 工事施工において、 自ら 立案実施し た創意工夫や技術力に関する 項目、 ま たは地域社会への貢献と
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関する 事項の実施について し て評価でき る 項目に関する 事項について、 工事完了ま でに提出する こ と ができ る 。 ま た、 提出さ れた内容につ

いては、 工事成績の評価対象になる 。  

23 公共事業労務費調査等に対する 1 　 本工事が公共事業労務費調査等の対象工事と なっ た場合、 調査票等に必要事項を 正確に記入し 、 必要な協力を

協力 行わなければなら ない。 ま た、 本工事の完成後においても 、 同様と する 。

2 　 調査票等を 提出し た事業所を 事後に訪問し て行う 調査・ 指導等の対象になっ た場合、 その実施に協力し なけれ

ばなら ない。 ま た、 本工事の完成後においても 、 同様と する 。

3 　 公共事業労務費調査の対象工事と なっ た場合に正確な調査票等の提出が行える よ う 、 労働基準法等に従っ て就

業規則を 作成する と と も に、 賃金台帳を 調製・ 保存する 等、 日頃よ り 雇用し ている 現場労働者の賃金時間管理を

適切に行っ ておかなければなら ない。

4 　 本工事の一部について下請契約を 締結する 場合には、 当該下請工事の受注者（ 当該下請工事の一部に係る 二次

以降の下請負人を 含む。 ） が前3項と 同様の義務を 負う 旨を 定めなければなら ない。

24 暴力団員等によ る 不当介入の排 1 　 受注者は、 当該工事の施工に当たっ て「 沖縄県土木建築部発注工事における 暴力団員等によ る 不当介入の排除

除対策 手続き に関する 合意書（ 平成19年7月24日） 」 に基づき 、 次に掲げる 次項を 遵守し なければなら ない。 なお、 違

反し たこ と が判明し た場合には、 指名停止等の措置を 行う など 、 厳正に対処する も のと する 。  

2 　 暴力団員等から 不当要求を 受けた場合は、 毅然と し て拒否し 、 その旨を 速やかに監督職員に報告する と と も に

、 所轄の警察署に届出を 行い、 捜査上必要な協力を 行う こ と 。  

3 　 暴力団員等から 不当要求によ る 被害又は工事妨害を 受けた場合は、 速やかに監督職員に報告する と と も に、 所

轄の警察署に被害届を 提出する こ と 。  

4 　 排除対策を 講じ たにも かかわら ず、 工期に遅れが生じ る 恐れがある 場合は、 速やかに監督職員と 工程に関する

協議を 行う こ と 。  

25 ワ ン デーレ ス ポン ス の実施 1 　 こ の工事はワ ン デーレ ス ポン ス 実施対象工事である 。

2 　 「 ワ ン デーレ ス ポン ス 」 と は受注者から の質問、 協議への回答は、 基本的に「  その日のう ち 」 に回答する よ

う 対応する こ と である 。 ただし 、 即日回答が困難な場合は、 いつま で回答が必要なのかを 受注者と 協議のう え、

回答期限を 設ける など 、 何ら か回答を 「 その日のう ち」 にする こ と である 。

3 　 受注者は計画工程表の提出にあたっ て、 作業間の関連把握や工事の進捗状況等を 把握でき る 工程管理方法につ

いて、 監督職員と 協議を 行う こ と 。

　 受注者は工事施工中において、 問題が発生し た場合及び計画工程と 実施工程を 比較照査し 、 差異が生じ た場合
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は速やかに文書にて監督職員へ報告する こ と 。

26 ガイ ド ラ イ ン 等の遵守について 1 　 設計変更等については、 契約書18条から 24条及び共通仕様書1-1-13から 1-1-15に記載し ている と こ ろ である が

、 その具体的な考え方や手続き については、 「 工事請負契約における 設計変更ガイ ド ラ イ ン 」 （ 沖縄県土木建築

部） 及び「 工事一部中止に係る ガイ ド ラ イ ン 」 （ 沖縄県土木建築部） によ る も のと する 。

2 　 「 設計図書の照査」 については、 「 設計図書の照査ガイ ド ラ イ ン 」 （ 沖縄県土木建築部） を 参考と する 。

27 本工事の請負代金額の変更協議 1 　 本工事の請負代金額の変更協議を する 場合及び本工事と 関連する 工事を 本工事受注者と 随意契約する 場合にあ

を する 場合及び本工事と 関連す たっ て、 変更協議ま たは関連する 工事の予定価格の算定は、 本工事の請負比率（ 元契約額÷元設計額） を 変更設

る 工事を 本工事受注者と 随意契 計額ま たは関連工事の設計額に乗じ た額で行う 。

約する 場合の取扱いについて

28 設計図書における 資材等の取扱 1 　 本工事の設計図書及び参考図に示す資材等については、 特定企業の製品ま たは工法を 指定する も のではない。

いについて

2 　 本工事で使用する 資材等については、 設計図書及び参考図のと おり の品質規格・ 仕様等で積算し ており 、 その

品質規格･仕様等と 同等品以上の資材を 使用する こ と 。

　 なお、 使用にあたっ ては監督職員の承諾を 得る も のと する 。

3 　 「 参考図」 は建設工事請負契約約款第１ 条に定める 設計図書ではなく 、 発注者の積算の透明性を 確保し 入札者

の積算、 工事費内訳書作成の効率化を 図る こ と を 目的に「 参考資料」 と し て提示する も のである こ と に留意する

こ と 。

29 設計変更等に伴う コ リ ン ズ登録 1 　 設計変更等によ り 「 本件登録工事の受注に対応し た建設業許可業種（ いわゆる 主たる 工種） 」 が変更と なる 場

について 合には、 工事実績情報サービ ス （ コ リ ン ズ） に基づき 、 契約変更後速やかに「 登録のための確認のお願い」 を 作

成し 監督職員の確認を 受けたう え、 変更登録を 行う こ と 。

30 不正軽油の使用の禁止等につい 1 　 受注者は、 工事の施工に当たり 、 工事現場で使用し 、 若し く は使用さ せる 車両（ 資機材等の搬出入車両を 含む

て 。 ） 又は建設機械等の燃料と し て、 不正軽油（ 地方税法第144条の32の規定に違反する 燃料を いう 。 ） を 使用し

、 又は使用さ せてはなら ない。

2 　 受注者は、 県の税務当局が実施する 使用燃料の抜取調査に協力し なければなら ない。

31 工期 1 　 工期には、 施工に必要な実日数（ 実働日数） 以外に以下の事項を 見込んでいる 。

　 準備期間　 60日

　 後片付け期間　 20日
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特　 　 記　 　 仕　 　 様　 　 書 [ 沖　 縄　 県]

章 節 条 見出し 項 特 記 及 び 追 加 仕 様 書 事 項

32 工事工程の共有 1 　 受注者は、 現場着手前（ 準備期間内） に設計図書等を 踏ま えた工事工程表（ ク リ ティ カルパス を 含む） を 作成

し 、 監督職員と 共有する こ と 。 工程に影響する 事項がある 場合は、 その事項の処理対応者（ 「 発注者」 又は「 受

注者」 ） を 明確にする こ と 。

　 施工中に工事工程表のク リ ティ カ ルパス に変更が生じ た場合は、 適切に受発注者間で共有する こ と と し 、 工程

の変更理由が以下の1) ～5) に示すよ う な受注者の責によ ら ない場合は、 工期の延長が可能と なる 場合がある ので

協議する こ と 。

　 1) 受発注者間で協議し た工事工程の条件に変更が生じ た場合

　 2) 著し い悪天候によ り 作業不稼働日が多く 発生し た場合

　 3) 工事中止や工事一部中止によ り 全体工程に影響が生じ た場合

　 4) 資機材や労働需要のひっ 迫によ り 、 全体工程に影響が生じ た場合

　 5) その他特別な事情によ り 全体工程に影響が生じ た場合

33 主任技術者及び監理技術者につ 1 　 本工事で配置する 技術者は本工事の入札公告に記載し ている と おり と する 。

いて

    2 　 4千5百万円以上を 下請け契約し て工事を 施工する 場合は、 主任技術者に代えて専任の監理技術者を 置く も のと

する 。  

    3 　 上記の監理技術者は、 指定建設業監理技術者資格者証（ 以下「 資格者証」 と いう ） の交付を 受けた者（ 直接的

かつ恒常的な雇用関係にある 者） でなければなら ない。  

    4 　 上記の監理技術者は資格者証を 常に携帯し 、 発注者から 請求があっ たと き はこ れを 提示し なければなら ない。

    5 　 監理技術者の氏名、 資格名、 登録者証交付番号を 記載し た標識を 、 公衆の見やすい場所に掲示し なければなら

ない。

　 　 　 　 6 請負契約の締結後、 現場施工に着手する ま での期間（ 現場事務所の設置、 資機材の搬入又は仮設工事等が開始さ

れる ま での期間） については、 主任技術者又は監理技術者の工事現場への専任を 要し ない。 なお、 現場施工に着

手する 日については、 請負契約の締結後、 監督職員と の打合せにおいて定める 。

　 　 　 　 7 　 工事完成後、 検査が終了し （ 発注者の都合によ り 検査が遅延し た場合を 除く 。 ） 、 事務手続、 後片付け等のみ

が残っ ている 契約工期中の期間については、 主任技術者又は監理技術者の工事現場への専任を 要し ない。

34 建設業法第26条第３ 項ただし 書 1 　 本工事は、 建設業法第26条第３ 項ただし 書の規定の適用を 受ける 監理技術者（ 以下、 「 特例監理技術者」 と い

の規定の適用を 受ける 監理技術 う 。 ） の配置は認めない。  

那覇港管理組合



様式－３

特　 　 記　 　 仕　 　 様　 　 書 [ 沖　 縄　 県]

章 節 条 見出し 項 特 記 及 び 追 加 仕 様 書 事 項

者及び監理技術者補佐の取扱い

について

35 建設業法第26条第３ 項ただし 書 1 　 本工事において、 建設業法第26条第３ 項ただし 書の規定の適用を 受ける 監理技術者（ 以下、 「 特例監理技術者

の規定の適用を 受ける 監理技術 」 と いう 。 ） の配置を 行う 場合は、 以下の（ １ ） ～（ ８ ） （ 維持工事等の場合は、 （ １ ） ～（ ９ ） ） の要件を 全

者及び監理技術者補佐の取扱い て満たさ なければなら ない。  

について

（ １ ） 建設業法第26条第３ 項ただし 書によ る 監理技術者の職務を 補佐する 者（ 以下、 「 監理技術者補佐」 と いう

。 ） を 専任で配置する こ と 。

（ ２ ） 監理技術者補佐は、 一級施工管理技士補（ R3年4月以降適用） 又は一級施工管理技士等の国家資格者、 学

歴や実務経験によ り 監理技術者の資格を 有する 者である こ と 。

　 なお、 監理技術者補佐の建設業法第27条の規定に基づく 技術検定種目は、 特例監理技術者に求める 技術検定種

目と 同じ である こ と 。

（ ３ ） 監理技術者補佐は入札参加者と 直接的かつ恒常的な雇用関係にある こ と 。

（ ４ ） 同一の特例監理技術者が配置でき る 工事の数は、 本工事を 含め同時に2件ま でと する 。

 ただし 、 同一ある いは別々の発注者が、 同一の建設業者と 締結する 契約工期の重複する 複数の請負契約に係る

工事であっ て、 かつ、 それぞれの工事の対象と なる 工作物等に一体性が認めら れる も の（ 当初の請負契約以外の

請負契約が随意契約によ り 締結さ れる 場合に限る 。 ） については、 こ れら 複数の工事を 一の工事と みなす。

（ ５ ） 特例監理技術者が兼務でき る 工事は、 那覇市、 浦添市、 糸満市、 豊見城市、 南城市、 南風原町、 八重瀬町

、 与那原町、 宜野湾市、 西原町内の工事でなければなら ない。

（ ６ ） 特例監理技術者は、 施工における 主要な会議への参加、 現場の巡回及び主要な工程の立会等の職務を 適正

に遂行し なければなら ない。

（ ７ ） 特例監理技術者と 監理技術者補佐と の間で常に連絡が取れる 体制である こ と 。

（ ８ ） 監理技術者補佐が担う 業務等について、 書面によ り 明ら かにする こ と 。

（ ９ ） 特例監理技術者が兼務でき る 工事は、 維持工事等※以外の工事でなければなら ない。

（ ※「 維持工事等」 と は通年維持工事等（ ２ ４ 時間体制での応急処理工や緊急巡回等が必要な工事等） を いう 。

）

36 手摺先行足場 1 　 「 手すり 先行工法等に関する ガイ ド ラ イ ン （ 厚生労働省 平成21年4月） 」 によ る も のと し 、 足場の組立、 解体

那覇港管理組合



様式－３
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章 節 条 見出し 項 特 記 及 び 追 加 仕 様 書 事 項

、 変更の作業時及び使用時には、 常時、 全ての作業床において二段手すり 及び幅木の機能を 有する も のを 設置し

なければなら ない。

　 ただし 、 こ れによ り 難い場合は監督職員と 協議する こ と 。

　 上記において、 「 こ れによ り 難い場合」 と は供給側に問題があり 、 手すり 先行工法の足場を 調達する 事が出来

ない場合であり 、 受注者の都合で調達でき ない場合は認めないも のと する 。

37 法定外の労災保険の付保 1 　 本工事において、 受注者は法定外の労災保険にふさ なければなら ない。

38 建設工事公衆災害防止対策要綱 1 　 受注者は、 建設工事公衆災害防止対策要綱（ 国土交通省告示第496号、 令和元年9月2日） を 遵守し て災害の防

について 止を 図ら なければなら ない。

　 　 適用対象： 公衆に係わる 区域で施工する 工事

　 　 受注者は、 建設工事公衆災害防止対策要綱に基づき 、 工事の施工に先立ち工事現場の公衆災害の安全対策に

関する 具体的な計画等を 施工計画書へ記載する こ と 。
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現 場 説 明 に お け る 条 件 明 示

特　記　事　項 内 　　　　　　　　　　　　 容

1．工程について 1 　本工事は、供用中の浦添ふ頭６号及び７号岸壁防舷材の更新工事である。施工計画の策定や施工の実施にあたっては、港

湾施設利用者との十分な調整を行うこと。

2．積算について 1 　積算に係る工種区分は「港湾工事（構造物工事）」、施工地域区分は「重要港湾」、契約保証に係る補正「金銭的補償あ

り」、週休２日補正「補正無し」としている。適用歩掛、単価は令和８年10月時点のものを採用。

2 　防舷材処理の運搬距離は25.7km、処分場を想定している。

3.工事数量について 　本工事の防舷材更新数量は、過年度成果による見込み数量とし、受注後に監督員立会の元で現地確認を行い、更新する防

舷材の位置、数量を協議します。

4.製品（防舷材）について 　新規防舷材は、制作に約３ヶ月程の期間を要することから、受注後直ちに現場調査を行い、数量や仕様等の承諾を得た上

で、速やかに発注すること。

5.安全対策について 　現場は大型車を含めた交通量が多い為、安全対策には万全を期すこと。
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工  事  数  量  総  括  表 沖　 縄　 県

工　 　 種 種　 　 別 細　 　 別 規　 　 格 単位 数　 量 摘　 　 要

護岸･岸壁･物揚場
式 1    

　 付属工
式 1    

防舷材工
式 1    

防舷材 V型　 H400×W1000
基 18    

車止･縁金物工
式 1    

縁金物 合資樹脂　 H100×100
m 149    

足場工
式 1    

支保工
箇所 18    

　 雑工　
式 1    

雑工　 　
式 1    

防舷材撤去工 V型　 H-400×W1000
箇所 18    

防舷材処分費
kg 4, 014    

防舷材運搬費 L＝13. 8km
回 2    
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